
 
 

2023 年度馬路村地域農業再生協議会水田収益力強化ビジョン 

 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題  

本村は高知県東部に位置し、馬路地区と魚梁瀬地区に分かれている。面積の 96％が山

林であり、農地面積は 75.4ha（田 7.9ha、畑 10.9ha、果樹 56.6ha）である。日本屈指の

多雨地域であり、寒暖の差が激しく、日照時間が短いこともあり、多様な作物の栽培が難

しい土地でもある。 

その中で本村では、地域振興作物としてユズの栽培を推進しており、馬路村農業協同組

合で製品加工し、主に通販による出荷販売という形で 6 次産業化に成功、現在では年間売

上約 30 億円に上り、まさに村の要となる産業に発展した。加えて、近年ではユズの種子

から取れる油にアトピー性皮膚炎を治療する効果があることが発見され（高知大学と共同

研究中）、それに伴いユズ種子油を使用した化粧品の売り上げも伸びており、飲食物以外

の市場の開拓も成功の兆しを見せている。 

しかしながら、人口は自然減少により 900 人を切り、また、農業者の高齢化により、農

地の維持にも徐々に問題が出てきている。そのため、現在の農業者の継続及び新規就農者

の確保が本村の大きな課題となっている。 

 

２ 高収益作物の導入や転作作物等の付加価値の向上等による収益力 
強化に向けた産地としての取組方針・目標 

 本村の気候条件は、上記で述べたとおりであり、地域振興作物であるユズに加え、ユズ

胡椒の原料となる唐辛子を転作作物として推進している。作付けされた作物は、地元の農

業協同組合へ全量出荷しており、加工品として様々なユズ製品を生産している。また、ユ

ズ製品のブランド化に向け、農業協同組合だけでなく、村一体となって６次産業化に取り

組んでいる。一方水稲栽培は、自家消費がメインであるため、ユズや唐辛子へ転作を推進

することで、農家の収益向上につながっている。 

 近年は、中東や東南アジアへの輸出を推進しており、国内需要の伸び悩みに対する脱却

を図っている。 

 

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標  

 水稲栽培は自家消費がメインであり、水田の耕作面積も小規模であることから、転作面

積が大幅に増加していく傾向はないが、ユズに転作した農地を水田に戻すケースは近年見

受けられないため、樹園地化した農地の畑地化を推進していく。具体的には、ユズ新植後

3 年を経過し、樹園地として定着した農地に対して現地調査や農家への意向調査を行い、

畑地化支援を活用していく。 

 ブロックローテーションについては、まずユズの作付けを行ったほ場については前述の

とおりそのまま畑地化を進めるのが適当と思われる。水稲耕作を行うほ場については、集

落営農組織を中心とし、年ごとに休耕する田をローテーションすることを計画中である。

休耕田には地力増進作物を作付け、翌年度以降の水稲作の化学肥料の減に繋げることを検

討していく。 

 

４ 作物ごとの取組方針等  

（１）主食用米 



栽培されているのは自家消費米がほとんどであるが、水田の維持による多面的機能

への寄与は言うまでもなく、さらに、一部地域では田のオーナー制度を導入してお

り、これを通じ、稲作の楽しさ・難しさを毎年村内外へ発信することにより、農村学

習の場としても大きな役割を果たしている。 

集落営農による機械の共用等により、低コスト化を図っていく。 

   また、ふるさと納税による米の受注も増加していることから、一定の生産を維持す

るため、村単独で水稲栽培への支援を実施している。 

 

（２）高収益作物（園芸作物等） 

① 野菜（唐辛子） 

   農協で製造販売しているゆず胡椒の原料として栽培が始まった。 

令和２年度においては年間約 2,500 万円の売上となった。しかし、原料となる唐辛

子は、村内生産だけでは賄うことができていない現状があり、今後も耕作面積を増や

していく方針である。唐辛子は、輪作の必要な作物のため、農家にとっては、限られ

た農地でやりくりすることとなり、負担が大きく、また、個人で大幅に栽培面積を拡

大することも難しいため、農家の実質所得を増やすような取組を推進し、多くの農家

が栽培できる状態を目指す。 

 

② 果樹（ユズ） 

馬路村農協での加工販売を行っており、製品は主にネット通信販売によって全国へ

と出荷されている。前述の通り製品の幅も拡大させており、また、海外への輸出も増

加傾向にあることから、需要は増加することが予想される。その一方で、ユズ農家の

高齢化により、農地の維持が危ぶまれている現状があり、農家の実質所得の増加に向

けた取組を推進し、離農の防止、Ｕターン者の新規就農に繋げたい。 

本村のユズ栽培は、20 年以上に渡り有機に準ずる基準の栽培を続けている。また、

近年ではカミキリムシ防除テープ（カミキリムシを殺す微生物を含んだテープをユズ

の幹に巻く）の利用を推進しており、環境保全型農業により一層深く取り組んでいく

方針である。 

 

５ 作物ごとの作付予定面積等 ～ ７ 産地交付金の活用方法の概要  

  別紙のとおり 








